産業廃棄物処理施設設置許可申請書等の添付書類について
	（様式第18号）

産業廃棄物処理施設      設置許可申請書
	（添付書類）
[1] 当該産業廃棄物処理施設を設置することが周辺地域の生活環境に及ぼす影響についての調査の結果を記載した書類

[2] 当該産業廃棄物処理施設の構造を明らかにする設計計算書

[3] 最終処分場にあっては、周囲の地形、地質及び地下水の状況を明らかにする書類及び図面

[4] 最終処分場以外の産業廃棄物処理施設にあっては、処理工程図

[5] 当該産業廃棄物処理施設の付近の見取図

[6] 当該産業廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する技術的能力を説明する書類

[7] 当該産業廃棄物処理施設の設置及び維持管理に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類

[8] 申請者が法人である場合には、直前3年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表並びに法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類

[9] 申請者が個人である場合には、資産に関する調書並びに直前3年の所得税の納付すべき額及び納付済額を証する書類

[10] 申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記事項証明書
[11] 申請者が個人である場合には、住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書

[12] 申請者が法第14条第5項第2号イからヘまでに該当しない者であることを誓約する書面

[13] 申請者が法第14条第5項第2号ハに規定する未成年者である場合には、その法定代理人の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書（法定代理人が法人である場合には、その登記事項証明書並びに役員の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書）
[14] 申請者が法人である場合には、法第14条第5項第2号ニに規定する役員の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書

[15] 申請者が法人である場合において、発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に相当する出資をしている者があるときは、これらの者の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書(これらの者が法人である場合には、登記事項証明書)

[16] 申請者に令第6条の10に規定する使用人がある場合には、その者の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書

提出者：産業廃棄物処理施設を設置しようとする者
提出部数：２部（控が必要な場合は、３部持参ください。）

※ 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番として下さい。

	　産業廃棄物処理施設を設置しようとする者が、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条第1項の規定により、許可を受けようとして申請するもの。
	


	（様式第19号）

産業廃棄物処理施設使用前検査申請書
	（添付書類）

[1] 竣功後の当該施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図その他参考となる書類又は図面
提出者：産業廃棄物処理施設を設置しようとする者
提出部数：２部（控が必要な場合は、３部持参ください。）

※ 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番として下さい。



	　産業廃棄物処理施設の設置(変更)許可を受けた者が、当該許可に係る施設について、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の2第5項（廃棄物の処理及び清掃に関する法律15条の2の6第２項において準用する場合を含む。）の規定による施設の使用前検査を受けようとするときに申請するもの。（使用前検査を受け、適合していると認められた後でなければ、当該施設を使用することはできません。）
	


	（様式第20号の2）

産業廃棄物処理施設定期検査申請書
	（添付書類）

[1] 当該施設の構造、位置を明らかにする図面
[2] 申請時点の施設の状況がわかる写真
[3] 産業廃棄物処理施設構造基準自己チェック票
提出者：産業廃棄物処理施設の設置者
提出時期：変更、廃止、休止又は再開の後遅滞なく

提出部数：２部（控が必要な場合は、３部持参ください。）

※ 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番として下さい。



	　産業廃棄物処理施設の設置（変更）許可を受けた者が、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の2の2第1項の規定による定期検査を環境省令で定める期間（※）ごとに受けようとするときに申請するもの。
※　環境省令で定める期間

　以下の①～③のうちいずれか遅い日から5年3ヶ月以内
①　法第15条の2第5項に規定する使用前検査を受けた日

　②　直近の法第15条の2の6第2項において準用する法第15条の2第5項に規定する使用前検査を受けた日

③　直近の法第15条の2の2第1項の定期検査を受けた日
	


	（様式第22号）

産業廃棄物処理施設変更許可申請書
	（添付書類）

[1] 当該産業廃棄物処理施設に係る変更を行うことが周辺地域の生活環境に及ぼす影響についての調査の結果を記載した書類

[2] 変更後の産業廃棄物処理施設の構造を明らかにする設計計算書

[3] 産業廃棄物処理施設の維持管理に関する計画に係る事項
・　排ガスの性状、放流水の水質等について周辺地域の生活
　環境の保全のため達成することとした数値

・　排ガスの性状及び放流水の水質の測定頻度に関する事項

・　その他産業廃棄物処理施設の維持管理に関する事項
に変更がある場合には変更後の維持管理に関する計画を記載した書類

[4] 最終処分場にあっては、周囲の地形、地質及び地下水の状況を明らかにする書類及び図面

[5] 最終処分場以外の施設にあっては、処理工程に変更がある場合には、変更後の処理工程図

[6] 変更後の産業廃棄物処理施設の維持管理に関する技術的能力を説明する書類

[7] 変更後の産業廃棄物処理施設の維持管理に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類

[8] 申請者が法人である場合には、直前3年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表並びに法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類
[9] 申請者が個人である場合には、資産に関する調書並びに直前3年の所得税の納付すべき額及び納付済額を証する書類

[10] 申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記事項証明書
[11] 申請者が個人である場合には、住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書
[12] 申請者が法第14条第5項第2号イからヘまでに該当しない者であることを誓約する書面

[12] 申請者が法第14条第5項第2号ハに規定する未成年者である場合には、その法定代理人の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書
[13] 申請者が法人である場合には、法第14条第5項第2号ニに規定する役員の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書（法定代理人が法人である場合には、その登記事項証明書並びに役員の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書）
[14] 申請者が法人である場合において、発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に相当する出資をしている者があるときは、これらの者の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書（これらの者が法人である場合には、登記事項証明書）
[15] 申請者に令第6条の10に規定する使用人がある場合には、その者の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書
提出者：産業廃棄物処理施設の設置者
提出部数：２部（控が必要な場合は、３部持参ください。）
※ 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番として下さい。

	　産業廃棄物処理施設の設置許可を受けた者が、当該許可に係る施設について、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条第2項第4号から第7号までに掲げる事項（後述①～④）の変更をしようするときに、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の2の6第1項の規定により、許可を受けようとして申請するもの。

①　産業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物の種類

②　産業廃棄物処理施設の能力（最終処分場にあっては、埋立処分の用に供される場所の面積及び埋立容量）

③　産業廃棄物処理施設の位置、構造等の設置に関する計画

④　産業廃棄物処理施設の維持管理に関する計画


	


	（様式第23号）

産業廃棄物処理施設軽微変更等（休止・廃止・再開）届出書
	（添付書類）

[1] 法第15条第2項第1号に掲げる事項に変更があった場合には、個人にあっては住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書、法人にあっては定款又は寄付行為及び登記事項証明書
[2] 産業廃棄物処理施設の位置、構造等の設置に関する計画に変更があった場合には、変更後の設置に関する計画を記載した書類及び変更後の当該産業廃棄物処理施設の構造を明らかにする設計計算書

[3] 産業廃棄物処理施設の維持管理に関する計画に変更があった場合には、変更後の維持管理に関する計画を記載した書類

[4] 規則第12条の10第6号に規定する事項の変更の場合には、同号イからニまでに掲げる者（当該変更に係る者に限る。）の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書（同号イに掲げる法定代理人が法人である場合には、その登記事項証明書並びに役員の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書。同号ハに掲げる株主又は出資をしている者が法人である場合には、登記事項証明書）、届出者が法第14条第5項第2号イからヘまでに該当しない者であることを誓約する書面
提出者：産業廃棄物処理施設の設置者
提出時期：変更、廃止、休止又は再開の後遅滞なく
提出部数：２部（控が必要な場合は、３部持参ください。）

※ 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番として下さい。



	　産業廃棄物処理施設の設置許可を受けた者が、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の2の6第3項において準用する同法第9条第3項に基づき、産業廃棄物処理施設の軽微な変更をしたときに届出するもの。
	


	（様式第24号）

産業廃棄物の最終処分場の埋立処分終了届出書
	（添付書類）

[1] 埋立終了時の当該施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図 
[2] 当該施設の周辺の地図 
[3] 埋立処分の終了から廃止までの間の維持管理の方法を明らかにする書類
[4] 廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物を埋め立てた場合は、廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物が埋め立てられている位置を示す図面
提出者：産業廃棄物の最終処分場の設置者
提出時期：終了した日から30日以内
提出部数：２部（控が必要な場合は、３部持参ください。）
※ 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番として下さい。

	　産業廃棄物処理施設の設置許可を受けた者が、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の2の6第3項において準用する法第9条第4項に基づき、最終処分場の埋立処分を終了したときに届出するもの。
	


	（様式第25号）

産業廃棄物最終処分場廃止確認申請書
	（添付書類）

＜遮断型最終処分場の場合＞

[1] 当該最終処分場の現状を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図 
[2] 当該施設の周辺の地図 
[3] 最終処分基準省令第2条第3項第1号の規定によりその例によることとされた最終処分基準省令第1条第3項第5号の規定による地下水等の水質検査の結果を記載した書類
[4] その他参考となる書類又は図面
＜安定型最終処分場の場合＞

[1] 当該最終処分場の現状を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図 
[2] 当該施設の周辺の地図 
[3] 最終処分基準省令第第2条第3項第2号ロの規定による地下水の水質検査の結果を記載した書類
[4] 当該申請の直前に行った最終処分基準省令第2条第3項第2号ハの規定による浸透水の水質検査の結果を記載した書類
[5] 石綿含有産業廃棄物を埋め立てた場合は、石綿含有産業廃棄物が埋め立てられている位置を示す図面
[6] その他参考となる書類又は図面
＜管理型最終処分場の場合＞

[1] 当該最終処分場の現状を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図 
[2] 当該施設の周辺の地図 
[3] 最終処分基準省令第2条第3項第3号の規定によりその例によることとされた最終処分基準省令第1条第3項第5号の規定による地下水等の水質検査の結果を記載した書類
[4] 当該申請の直前の2年以上にわたり行った最終処分規準省令第1条第3項第6号の規定による保有水等の水質検査の結果を記載した書類 
[5] 廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物を埋め立てた場合は、廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物が埋め立てられている位置を示す図面

[6] その他参考となる書類又は図面 
提出者：産業廃棄物の最終処分場の設置者
提出部数：２部（控が必要な場合は、３部持参ください。）

※ 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番として下さい。


	　産業廃棄物処理施設の設置許可を受けた者が、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の2の6第3項において準用する法第9条第5項に基づき、都道府県知事による最終処分場の廃止の確認を受けるときに申請するもの。
	


	（様式第26号）

産業廃棄物処理施設譲受け（借受け）許可申請書
	（添付書類）

[1] 当該産業廃棄物処理施設の維持管理に関する技術的能力を説明する書類
[2] 当該産業廃棄物処理施設の維持管理に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類
[3] 申請者が法人である場合には、直前3年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表並びに法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類
[4] 申請者が個人である場合には、資産に関する調書並びに直前3年の所得税の納付すべき額及び納付済額を証する書類
[5] 申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記事項証明書
[6] 申請者が個人である場合には、住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書
[7] 申請者が法第14条第5項第2号イからヘまでに該当しない者であることを誓約する書面
[8] 申請者が法第14条第5項第2号ハに規定する未成年者である場合には、その法定代理人の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書（法定代理人が法人である場合には、その登記事項証明書並びに役員の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書）
[9] 申請者が法人である場合には、法第14条第5項第2号ニに規定する役員の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書
[10] 申請者が法人である場合において、発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に相当する出資をしている者があるときは、これらの者の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書(これらの者が法人である場合には、登記事項証明書)
[11] 申請者に令第6条の10に規定する使用人がある場合には、その者の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書 
提出者：産業廃棄物処理施設を譲り受け、又は借り受けようとする者
提出部数：２部（控が必要な場合は、３部持参ください。）
※ 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番として下さい。



	　産業廃棄物処理施設の設置許可を受けた者から当該許可に係る施設を譲り受け、又は借り受けようとする者が、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の4において準用する第9条の5第1項の規定により、許可を受けようとして申請するもの。

	


	（様式第27号）

産業廃棄物処理施設の設置者である法人の合併・分割認可申請書
	（添付書類）

[1] 合併契約書又は分割契約書の写し 
[2] 合併の当事者の一方又は吸収分割により当該産業廃棄物処理施設を承継する法人が法第15条第1項の許可を受けた者でない法人である場合にあっては、当該法人に係る次に掲げる書類 
ア　申請者が法人である場合には、直前3年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表並びに法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類
イ　定款及び登記事項証明書 
ウ　申請者が法第14条第5項第2号イからヘまでに該当しない者であることを誓約する書面

エ　法第14条第5項第2号ニに規定する役員の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書 
オ　発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に相当する出資をしている者があるときは、これらの者の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書（これらの者が法人である場合には、登記事項証明書）
カ　令第6条の10に規定する使用人がある場合には、その者の住民票の写し並びに青年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書
キ　現に行っている事業の概要を説明する書類 
[3] 合併後存続する法人若しくは合併によって設立される法人又は分割により当該産業廃棄物処理施設を承継する法人に係る次に掲げる書類
ア　当該産業廃棄物処理施設の維持管理に関する技術的能力を説明する書類 
イ　当該産業廃棄物処理施設の維持管理に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類 
ウ　法第14条第5項2号ニに規定する役員となる者の住民票の写し 
エ　発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主となる者又は出資の額の100分の5以上の額に相当する出資をしている者となる者がある場合には、これらの者の住民票の写し（これらの者が法人である場合には、登記事項証明書） 
オ　令第6条の10に規定する使用人となる者がある場合には、その者の住民票の写し
提出者：合併又は分割の当事者すべて
提出部数：２部（控が必要な場合は、３部持参ください。）

※ 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番として下さい。

	　産業廃棄物処理施設の設置許可を受けた法人が合併し、かつ当該法人が存続しない場合において、合併後存続する法人又は合併により設立された法人による当該許可を受けた施設の設置者の地位の承継のため、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の4において準用する同法第9条の6第1項の規定により、合併又は分割について認可を受けようとして申請するもの。
（産業廃棄物処理施設設置者である法人が合併し、当該法人が存続しない場合は合併の認可が、産業廃棄物処理施設設置者である法人が分割し、新たに設立される法人に当該処理施設が移行する場合には分割の認可が必要です。）

	


	(様式第28号)

産業廃棄物処理施設設置者の相続の届出
	（添付書類）

[1] 被相続人との続柄を証する書類 
[2] 住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書
[3] 当該産業廃棄物処理施設の維持管理に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類 
[4] 資産に関する調書並びに直前3年の所得税の納付すべき額及び納付済額を証する書類 
[5] 申請者が法第14条第5項第2号イからヘまでに該当しないことを誓約する書面

[6] 相続人が法第14条第5項第2号ハに規定する未成年者である場合には、その法定代理人の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書（法定代理人が法人である場合には、その登記事項証明書並びに役員の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書）
[7] 相続人に令第6条の10に規定する使用人がある場合には、その者の住民票の写し並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書
提出者：産業廃棄物処理施設設置者の地位を承継した相続人
提出時期：相続の日から30日以内
提出部数：２部（控が必要な場合は、３部持参ください。）

※ 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番として下さい。



	　産業廃棄物処理施設の設置許可を受けた者について相続があったとき、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の4において準用する第9条の7第2項の規定により、相続人が当該許可を受けた施設の設置者の地位を承継したことを届出するもの。
	


	産業廃棄物処理施設設置者に係る一般廃棄物処理施設の設置についての特例に関する届出
	（添付書類）

[1] 当該施設に係る産業廃棄物処理施設に係る許可証の写し
[2] 他人の一般廃棄物を行う場合にあっては次に掲げるいずれかの書類
イ　産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物に係る法第7条第6項の規定に基づく許可を受けたことを示す書類
ロ　専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの処分を業として行う者であることを示す書類
ハ　省令第2条の3第1号、第2号、第4号又は第6号に該当する者であることを示す書類
ニ　政令第5条の9に規定する認定証の写し 
提出者：産業廃棄物処理施設の設置者
提出時期：当該届出に係る一般廃棄物の処理を開始する日の30日前
提出部数：２部（控が必要な場合は、３部持参ください。）

※ 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番として下さい。



	　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の2の5に基づき、産業廃棄物処理施設設置者が当該施設において処理する産業廃棄物と同様の性状を有する一般廃 棄物として環境省令で定めるものを、その処理施設で処理する場合において、一般廃棄物処理施設の許可を得ずに一般廃棄物処理施設として使用しようとするときに届出するもの。
	


	産業廃棄物処理施設若しくは産業廃棄物の種類変更又は一般廃棄物の処理事業廃止の届出
	（添付書類）

[1] 法15条の2の5の規定による届出をしたときに交付された受理書  
提出者：法15条の2の5の規定による届出をした者
提出時期：変更又は廃止の日から10日以内

提出部数：２部（控が必要な場合は、３部持参ください。）

※ 用紙の大きさは、日本産業規格A列4番として下さい。



	　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第12条の7の17第5項の規定により、同法第15条の2の5の規定による届出をした者が、当該産業廃棄物処理施 設の種類若しくはその施設において処理する産業廃棄物の種類に変更があったとき、又は当該施設に係る一般廃棄物の処理の事業を廃止したときに届出するもの。
	


